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企業誘致推進事業 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

一時的な活動拠点を必要とする企業に対し、賃貸工場のレンタルを行うことによって、市内での
事業展開が期待できる。

賃貸工場の入居に関して、企業の事業拡大の際の初期投資を抑える面からも人気が高く高い入居
率となっている。

目標値より低い

8

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③

賃貸工場入居工場数

目標

実績

8

26年度(実績)

実績

②
目標

① 棟
8 8目標

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

8実績

実績

実績
③

計画

②
計画

① 賃貸工場数 棟
計画 9
実績 9 9

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 27年度(実績)

後援・協賛 補助・助成

26年度(実績)

市民参画の有無 対象外
適正である

市民協働の形態
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

委託

公
平
性

9

成果の向上は多分に経済情勢に左右されるものの、対象企業の研
究・絞り込みや企業ニーズの把握により向上余地は残されてい
る。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

誘致折衝企業数、立地企業数の増減に伴うものであり削減余地は
ない。

9

新規企業の誘致や既立地企業の円滑な事業運営は、市民の雇用及
び経済効果の拡大に直結するものであり公共関与が妥当である。

 受益と負担の適正化余地 新規企業の立地及び既立地企業の業容拡大に伴う経済効果は負担
と比較し多大であり、公平性は保たれている。受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

妥当でない○賃貸工場管理運営
　賃貸工場の施設（浄化槽等）に関する管理委託等

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

目的 企業誘致の推進

対象 誘致折衝企業、誘致企業

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性
意図 新規企業立地に結び付けるとともに円滑な企業活動を行ってもらう

妥当である

見直し余地がある

政策 1-5 農工商観連携の推進
施策 3 企業誘致の推進

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 07 01 02

【 事後評価 】平成 27 年度 事務事業評価シート

28年度(計画)

27年度(実績) 28年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

0410 企業誘致推進事業

しごと

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること



※色付きのセルのみ入力してください。また、行・列の挿入や削除は絶対に行わないでください。 （単位：千円）

単位：千円 Ｈ28.3.31現在

㈱ヴォーグ

丸通㈱

㈲サトウ製作所
芝浦エレテック㈱
日本セイフティー㈱
モビコム㈱
㈱マユミ精巧

　

【使用料】
　100坪・・・188,000円/月

○ ～ 　150坪・・・252,000円/月

単位：千円
光熱水費　34
浄化槽法定検査料　15
浄化槽維持管理　680　　除雪業務　68

　

企業誘致推進事業

13節 委託料 748

11節 需用費 34
役務費 15

～H33.1.31
Ｈ ～H29.5.31

100坪

～H32.5.8
Ｆ ～H31.1.5

Ｂ ㈱ヴォーグ ～H32.3.31
Ｃ ～H31.7.31

150坪

リコーインダストリアルソリューションズ㈱

施設 規模 企業名 入居期間
Ａ ～H32.3.31

事後評価

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

目

02

事業ｺｰﾄﾞ

0410

市民の雇用の場確保と市内産業の活性化による地域経済の振興を図るため

一般財源

事業名

企業誘致推進事業

・多様な産業の集積を促し、それらの連携による付加価値の拡大を図る。
・就業機会の拡大と、人材の円滑な確保を図る。

年度〕

時期によって入居率の変動があり、空室が目立った時期もあったが、現在の入居状況は好転し
ているため、仮に引き合いがあった場合、対応ができない状況にある。

事業説明資料

事業概要

○賃貸工場管理運営
　賃貸工場の施設（浄化槽等）に関する管理委託等

12節

事業開始の背景・経緯

部経営方針における目標

事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成 年度 平成

その他 1,369 797 △ 572 Ｉ ～H32.10.14

地方債 Ｇ

国・県 Ｅ

財
源
内
訳

797 △ 572
Ｄ ～H28.8.24

事業費
1,369

26年度
決算額(A)

27年度
決算額(B)

28年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

01

内線

会計 款 《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

一般 07

担当部署 部名 商工観光部 課名 商工労政課 担当係長

平成 27 年度 事業説明資料 【 】

項

伊藤浩之 388


